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はじめに　権力者交代の年
只今紹介いただきました藤原です。

本日は青山学院大学経済学会、経済学部同窓会共催の講演回に呼んで頂き光栄です。

しかしながら経済の関係者が多い中で、私が講演するのも如何なものかという気もしています。実は私が大学院で勉強したいと言い出したときに、父親は弁護士か何かになって

くれるものだという期待があったのかも知れませんが、がっかりした様子でした。しかし

その後、「お前は経済でなくて良かった、お前が経済だったら会社が潰れてしまうから。」

言われたのを今でも覚えています。つまり、経済について明るくない人間が話をすると

いう前提でこれから話をさせて頂きます。

冒頭に同窓会長の挨拶にもありましたとおり今年は選挙の年です。これまでに実施された
ものだけでも台湾総統選挙と議会選挙、ロシアで大統領選挙があり、台湾とロシアでは与党が政権を担い続ける事となりあまり変化はありません。しかし他地域では変化がありました。例えばフラがンスですが、社会党が返り咲き先般実施された議会選挙でも単独過半数を獲得する事となりました。ここでは明らかに政権交代があった訳です。

今一番話題になっていると言えば、やはりエジプトでしょう。議会選挙でムスリム同胞団が支援する政党が中心となって多数派となったのですが、その後裁判所から選挙は無効であり議会は解散すべきとの指示がありましたが、解散しないまま大統領選挙を実施しました。この選挙で有力2候補が二人とも勝利宣言をしています。本日時点でまだどちらが勝ったかという結果が出ていませんので、現時点では大統領不在という事になります。

それ以外で目立つところでは、米国大統領選挙、韓国でも大統領選挙が実施されます。日本はまだ不透明ですが、中国でも議会制民主主義とは若干異なるものの国家主席が交代する年です。という事で、国連安全保障常任理事国で見れば英国を除く４ケ国で指導者交代の年になり、その他でもいくつか予定されています。

選挙が行われる年というのはどうしても国内政治が重要となります。国内政治に関心が向かう時期に国際関係はどういうことになるのか、この問題について少し考えてみたいと思います。この話をするのであれば、単に時事問題の解説だけでなく、もう少し基本的な

問題に立ち返ってみたいと考えます。政治学入門のような話で恐縮ですが、今からの話で

基本的な問題の所在を捉まえてみたいと思います。
１．外交と世論
基本的な問題とは「外交と世論」がどのような関係にあるか、という点です。これは大雑把に言って二つの考え方が存在します。

一つは、世論が関わることにより公正な外交が行われ国際関係が安定すると言う考え方、

つまり世論効果をポジティブに考えようとする立場です。

もう一つの見方はこれとは正反対で、世論が関わることは外交政策の不安定性を増すこととなり国際関係も不安定になるという立場です。つまり世論が入る国際関係はガタガタになってしまうという考え方です。このような見方は、日曜朝のテレビ番組を見ていてもどちらかの考えを主張する人たちが出てきます。
（１）イマニュエル・カント　～自由主義による平和～

　世論の参加が良い事であるという考え方の原型はイマニュエル・カントの考え方です。
　カントは18世紀末におけるフランス革命の後「永遠平和のために」という有名な本を

　執筆しています。これはぜひ一読することをお奨めしたいのですが、この中でカントが

　主張している重要な点は「共和制の実現が平和の条件である」と言っています。共和制

　とは君主制と対比した考え方ですがこれはどういうことなのか？いろいろ議論はありますが、結局のところ国民は自分の生命とか財産を大事にしたい、戦争は生命も危険に晒され財産も重税と言う形で没収される可能性がある、だから戦争には慎重になるということです。一方専制君主は戦争をしても自分が生命を失う訳ではなく金が必要であれば税で徴収すれば良い訳で自分の懐が痛む訳でもない、従い専制君主の下では戦争に対して慎重でない政策が採られる可能性があります。
　この考え方を更に一歩進めたのがジェレミー・ベンサムという学者です。ベンサムも

　カントと同名の論文の中で同じ主旨のことを言っています。これは国民に責任を持つ政府が実現すれば不合理な戦争は行われない、何故ならば国民は自分の生命と財産を重視するからと述べています。

　この議論はいろいろな形で展開されることとなります。例えば平和運動の議論のかなり多くのものは、無責任な権力者は自分の財産・生命に損失が出ないから無責任になることが出来るが、国民は死に直面することもある。南北戦争の時の言葉で「戦うのは貧乏人で、儲かるのが金持ち」という言葉があります。これは平和運動の代表的なシンボルと言って良いでしょう。第一次、第二次それぞれの大戦でもみることが出来ます。
　更に社会主義運動の中にも、社会主義という考え方とは本来別のものであるはずの平和主義という考え方が強く反映されています。そこにはプロレタリアートは自分の生命を

　失う可能性が高いからという議論になっています。

　この議論は現代社会になってくると、安定したデモクラシーの間で戦われた戦争はかつてなかったということになります。実際、長期間安定したデモクラシーがお互いに

　戦った実績はこれまでありません。これを捉えて民主化こそが平和の条件なのだという

　議論があり、1990年代頃から学会でも盛んに議論されてきました。これは単に学者だけに留まらず、政治家の発言にも投影されてきます。クリントン大統領もブッシュ（ジュニア）大統領も民主化こそが平和の条件と言っています。立場の違う二人の大統領が
　同じ発言をしているのは、民主化が平和をもたらすという意味合いで多くの人が理解

　しているということです。

（２）ハロルド・ニコルソン　～世論が外交を混乱させる～

　一方、今まで申し上げてきたのとは全く正反対の意見もあります。今でこそ外交官試験というものは無くなりましたが、外交官を目指す人が必ず読まされる本にハロルド・ニコルソンの「外交」という本があります。この本の中で展開される議論は、カントとは
　およそ正反対の議論です。世論が様々な過程で外交政策の決定に関与することで国際関係が不安定になることが強調されています。
例えばAとBという両国で外交交渉が行われていたとすると、その中には裏取引的なものもあるかも知れない。このプロセスを全て国民に開示したらどういうことになるのか、
また政治家が世論の後押しを期待して「相手国はこんなことを言っている」というのを敢えて公開して反対派を動員するとなったら国際関係はメチャクチャになってしまいます。ニコルソンは伝統的外交に否定的な立場に立っています。もともと外交官の家庭に育った人ですが、昔の旧帝外交を否定していました。彼は第一次大戦後のパリ講和会議に同席します。彼にとって期待していた人物はアメリカ大統領のウッドロー・ウイルソンでした。しかしパリの講和会議で彼が会ったウイルソンは簡単に言うと外交のイロハを知らない田舎者というイメージだったようです。様々な交渉をフランス・ドイツが行う中で、ウイルソンは「合衆国の世論はそれを認めない」という事を主張していました。
世論と言っても、各国の合意の形成には大きな力にはなり得ないのです。このウイルソンの対応を見てニコルソンは考え方を変え、伝統的な外交にはそれなりの意味があるのではないかと考えるようになったのです。

アメリカの影響がヨーロッパに対して強くなってきたのが第一次大戦の終わり頃ですが、

ここでのアメリカの関わり方、世論が主導する外交に対する徹底した警戒をニコルソンは表明しました。但しこの議論だけで話が終わってしまってはあまりにも単純すぎます。

我々は一方で世論に応える外交が必要である、政府は世論に耳を傾けないという悪口を
言います。その一方で世論が問題であると言うことも良く聞きます。デモクラシーが悪いというのはあまり聞きませんが、ポピュリズムを批判することはあります。その一例として民主党政権はポピュリズムだから日本外交がだめになったと言う議論はいろいろな場面でみることが出来ます。
ここでデモクラシーに対する過剰な期待と、デモクラシーに対する排除という両方に走ることは適格ではありませんし、ニコルソン、カントに対する理解としては間違いであることを申し上げておきたいと思います。
少し細かい話になりますが、カントは共和主義が平和の条件であると言いました。しかしカントの言う共和制とは実は君主が存在する共和制のことを言っているのです。これは別の言葉で言えば、立憲君主制とも言えます。立憲君主制とは一般的には共和制とは

言いません。共和制には「王様」が存在せず、その代わりに「大統領」が存在する訳ですが、君主のいる共和制考えられません。しかしながらカントにとっては、君主を追放するような共和制は誤った共和制だったのです。彼はフランス革命の場を見ていますし、

フリードリヒ国王を尊敬していたのですが、フリードリヒが逝去した後どうなるかということを憂慮していました。法に従って君主が行動するような統治が必要であると考えていたのです。君主を追放して多数者が権力を握ることは暴政、場合によっては専制支配を生み出すものであるという考え方を持っていました。これはカントに限ったことではなく、民主主義が専制支配をもたらすという考えは18世紀から19世紀にかけては
一般的であったと思います。

この様に見てくると、カントは国民世論が参加することがそのまま安定した国際関係を
招くと考えていた訳ではありません。多数者が権力を握ることが、場合によっては暴政を生み出すという危険はカント自身も理解していた訳です。

またニコルソンは民主主義が外交の邪魔になると言っていたかというと、そうではありません。ニコルソン本人は終生政治的にはリベラルな立場を貫き、間違っても保守主義者ではありません。そして選挙の拡大に賛成した人であり、デモクラシーを排除する等ということは、ニコルソンの議論の中にはありません。確かに世論の関わりについては
警戒していましたが、ニコルソンの出した結論は「外交交渉は国民に伏せても良い」ということです。これだけ聞くと世論を排除しているように見えますが、外交政策の目的は常に世論に示さねばいけないと言っていました。政府が外国に対して何をしようとしているのかは、国民に対して示す義務があると彼は考えていました。
目標に対して支持が得られると言う条件で、その交渉過程を国民に閉ざすことは必要で

あると言っています。ここでは伝統的な外交と民主政治の組み合わせを彼は議論している訳であって、民主主義の排除ということを言っている訳ではありません。

（３）外交における国益と国内政治からみた国益

　さて一般論はこの程度にしておきます。外交と世論の関係について極論を二つ挙げましたが、実はカントもニコルソンもそれほど極論を言っている訳ではないのです。

　世論が政治に参加することは確かに政治権力を不安定にし、場合によっては暴力的支配を生むこともあります。民主政治が不安定、場合によっては専制支配を生み出しかねないと言う危険は多くの思想家が当然のこととして考えています。だからと言って民主主義を排除して世論を追い出せば良いということにはなりません。それは正しくないだけでなく、世論参加を認めていない体制はそれ自体極めて不安定だからです。ニコルソン

　の議論にはデモクラシーを否定することは権力を弱めてしまうということも言っています。そこで外交と世論の関わりをどう考えて行くのかと言う非常に大きな、かつ簡単に答えが見つからない問題が生じてきます。いろいろな場面でこの問題が出て来ますが、
　最初にアメリカの話から始めたいと思います。

２．アメリカ　－　選挙と戦争

　

何故アメリカの話から始めるかと言うと、外交に世論が関わることをいち早く認める制度を作ったということは、アメリカは世界全体を見ても極めて例外的な国家で世論の関与を強く認めています。ヨーロッパでは「政争は水際で留まる」という格言がありますが、国内でいくら争っても構わないが外交政策においては国は一丸となって取組んできており、外交と国内政治を峻別すると言う考え方があり、英独仏等の国でも同様の考え方をしています。アメリカの場合は議会が大統領の行動を統制する力が強く認められており、議会を通じて国民は大統領の行動を監視することができます。外交もその例外ではありません。本日お伝えしたいことを一言で申し上げるならば、「文民、つまりシビリアンが戦争を嫌がる」という前提は必ずしも成り立ちません。私達は民主主義と戦争の問題を考える際に、世論がどの様に関わるかだけでなく、文民統制ということも重視します。文民が軍を牽制することで不必要な戦争を避けることが出来ます。文民統制という考え方は、「軍が戦争をすることにある種の既得権益を持っているが、文民はその様な既得権益を持っていない。従い文民は戦争については軍よりも合理的な判断を下す事が出来る。」という前提に立っています。第一次大戦においてはドイツが軍国主義という形で、軍の統制支配力・影響力が強い体制を作ったのです。その軍国主義にならない為の制度として、文民統制が重視される様になりました。
（１）デモクラシーと戦争　～米西戦争／二つの大戦／中東～
　文民統制は軍が戦争をしたがり、文民がしたがっていない時には意味がある制度です。

　もしこれが逆になったら、つまり指導者だけでなく国民が戦争に積極的だということになったらどうなるでしょうか？当然ですが、文民統制という言葉にあまり意味が出て
　来ません。そういう事例がアメリカの歴史にはいくつか見られます。

その一つとして挙げられるのが米西戦争です。この戦争の時、軍の中でも海軍はかなり積極的でした。従って軍が反対したとは言い切れない部分はありますが、少なくとも大統領は戦争には消極的でした。軍の中にもアメリカ本国から離れたところで大規模な作戦を展開することに警戒感もありました。スペインとの関係をどうするのか、国内で議論している最中に起こった事件が「メイン号事件」です。この事件は米国籍の船がキューバ沖合いで爆発した事件ですが、当初は「スペインによる工作である」とアメリカ
国内では広く報道され、スペイン討つべしとの世論が沸きあがり米西戦争に発展してしまったものです。

メイン号事件についてはいろいろな説がありますが、現代ではこれがスペインの陰謀で

あるという説を唱える人は皆無です。勿論アメリカの陰謀だと言う人もいません。自然発火が原因であるという説を唱える人が大半です。要するにアメリカの船は南方で活動することに不慣れでした。弾薬を積んだまま南方へ向かうと弾薬庫内の温度がどれくらいになるかを理解していなかったのです。キューバは暑い国ですから庫内温度が上昇して自然発火したというのが現在の解釈です。　

ここで重要なのは、米西戦争開始に当って新聞が果たした役割です。メイン号事件に
対して「こんな事を許して良いのか！」というキャンペーンをハースト系（Yellow 

Journalismと言っていますが、日本で言えば週刊誌日刊ゲンダイ、夕刊フジの類）が大々的に喧伝し、戦争に突入することとなってしまいました。この時の論調は軍が戦争に反対している訳ではないが、賛成と言うことでもなく大統領は戦争を怖がっている、そんな中で世論主導で戦争に突入することとなったのです。その後の展開について、最近の事例を挙げておきましょう。

アフガニスタンへの介入とイラクへの介入の二つをみると非常に大きな特徴があります。それは米軍が極めて消極的で大統領が極めて積極的であるということです。更に世論の後押しもありました。アフガニスタンの戦争については、大統領がブッシュではなくゴアであったとしても戦争は起きたであろうと思います。９．１１の様な大規模なテロ事件を起こされてそれに対してアメリカが報復をしないというのは、アメリカの政治からみて考えることが出来ません。但し、戦争を急いだがために様々な問題が起きました。早く勝たねばならないということから国連の力を借りずに、多国籍軍という形でアメリカが積極的だからそれに追随していれば良いと言う程度の各国認識での参戦でした。従い、戦争が長期化すると米国以外の国は兵の撤収に入り、アフガニスタンでの戦争は継続が難しくなって行きます。

イラクの戦争はもっと激しい事例です。この戦争に対して、各国は消極的な協力ではなく、協力しない国も出てきました。英独仏とも表面的にはブッシュ政権支持を打ち出しますが、外務大臣をはじめとして消極的であり、ブレアが押し切った形です。この二つの戦争はいずれも軍が派兵を嫌っていました。
アフガニスタンの戦争では統合参謀本部が準備不足の戦争は充分な成果が得られないとして、後に解任されたエリック・シンセキ統合参謀本部議長が批判を打ち出します。兵の数は不足しているし、作戦計画も不充分と主張しますが、これを押し切られてしまいました。この時に世論は報復に強い賛成をしており、ブッシュもこれをコミットしており反対の声は殆どなく、軍内部でも反対は表立って言えない状況でした。

イラクへの戦争となるとまた状況違ってきます。細かく説明するとキリがないのですが、
要点を言うとイラク侵攻があった2003年の前年、つまり2002年夏に非常に詳細な作戦
計画がロスアンゼルスタイムスで報道されました。この計画は正確な情報に基づいており、記者による記事とは考えられず軍が情報を流したのであろうと思われます。
これから行う戦争の情報を軍が流すと言うことはかなりの異常事態であり、これは後から解ったことでもありますが、軍の中でイラクへの介入に対する警戒が非常に強くなりました。軍事には素人の大統領のお陰で軍人が命を失うかも知れないと言う反発も出ており、シンセキは以前よりもはるかに明確な批判を行い、後に解任される理由となります。この間の軍の主張は、戦争に反対している訳ではなくやり方に反対しているのであって、これだけの少数兵で戦争を戦えと言うのは無理だと言う主張であり、
軍が平和主義者であると申し上げているのではありません。

ここでのポイントは軍人から批判があったものの、大統領がそれを押し切ってしまったという点です。イラク戦争は世論が強かったので大統領も押し切られたという戦争ではありませんでした。結論だけ申し上げますと、ブッシュ大統領、コンドリーサ･ライス国家安全保障担当補佐官、コリン・パウウェル国務長官の3人はイラクへの戦争には消極的でした。逆に積極的であったのがチェイニー副大統領、ラムズフェルド国防長官です。但し重要なのは、同時多発テロ前にイラクへの戦争を仕掛けると言うことに国民が賛成する可能性はゼロでした。ところが９．１１以降アメリカの安全の為には介入する必要あり、と言う考えが一般に広がりました。結果的には間違いであったのですがサダム・フセインとアルカイダが結託している、またはフセイン大統領が核兵器開発をしていると言う情報が広がり、多くの人がそれを信じ込み世論の圧倒的な後押しで、議会も湾岸戦争の時以上に賛成者が多く、戦争に突入したと言う流れです。ここでは文民が主導した戦争と言うものを見ることが出来ます。
三浦瑠麗さんと言う人がドクター論文で「シビリアンの戦争」と題した論文を書いています。その中に書かれていることは世論が主導する戦争です。プロの判断ではなくアマチュアが判断するから戦争を回避できると言うのが文民統制の考え方ですが、これが逆転してアマチュアが戦争に積極的になっています。そしてこの問題はこれで終わった訳ではなく、まだイランの問題が残っています。イランが核開発をしているであろうことは、恐らく専門家の意見は一致しています。現在の核開発はまだ平和利用の範囲内だろうとは考えられますが、一度核兵器が完成してしまったらそれを廃棄させることは極めて難しくなります。従い、IAEA（国際原子力機関）は平和利用だとしても軍事目的が明確な濃縮ウランの計画には強い姿勢を求めています。
（２）共和党のアメリカ・民主党のアメリカ

　　実はこの過程で二つのことが起こっています。

　　一つ目が米国内の話ですが、大統領選挙の年でもありオバマ政権を倒そうとする共和　　

　　党側からみると、イランに弱腰な大統領であるとしてターゲットにしています。オバ

　　マはイランの脅威を見過ごしにしてきたので、これを何とかせねばならないと言っています。共和党の候補者はほぼロムニー氏に決まると思いますが、ギングリッジ、サントラムという候補者が選挙戦を戦う中で相手よりも強硬なイラン政策を展開してオバマを叩くと言う構図が見られました。イランはイスラエルが早い時期から警戒してきた国であり、極端なことを言えば、イラクよりイランを警戒していたかも知れません。更にアメリカ国内のユダヤ社会は従来民主党に投票してきましたが、最近は変わって来ており、ユダヤ社会にも共和党支持者も現れています。しかもオバマ大統領になってから民主党とユダヤ社会に緊張関係も生じています。簡単に言うと、ユダヤ系とアフリカ系は民主党の基盤の中でも様々な対立があったということですが、その中には実はオバマがイスラム教徒であると言う議論もあります。実際にアフリカ系の求心的運動はイスラムに走ることがこれまでにも何度かありました。マルコムX等はその良い例かも知れません。
　　オバマが「イスラエルに厳しい、イスラムに甘い」というのはオバマを叩く良い材料になります。そこでイランの危機を喧伝することも出来ます。オバマ政権はイランに手を出す意思は全くないと思います。オバマ政権の基本的戦略は中東から兵隊を撤収して、派兵はしていないがどこにでも派兵可能であると言うスタンスを見せることにあります。どこかに派兵していると別の場所に派兵できないのではないかと言う危険が出て来ます。一旦兵を撤収しておけば、次はどこへでも派兵可能であると言う抑止力が高まります。それがオバマの軍事戦略の基本であり、だからこそ東アジアのことについてもいろいろ言っているのです。繰り返しになりますが、イランへの介入の意思は全くありません。しかしながら共和党がこの方向に仕向けています。

　　

（３）選挙と戦争　－　核開発疑惑とイラン危機

さてもう一つの問題として、イラン国内の問題があります。イランはデモクラシーの国とは言えないのですが選挙はあります。また少し意外かも知れませんが、イラクのフセイン政権時代と比べるとはるかに自由な選挙が行われています。革命防衛隊による様々な干渉がある中での選挙ですから自由とは何だということにはなりますが、重要な点はイランが外国から圧力をかけられていると言う情報を、国民に対して周知徹底しています。その変化が今年の議会選挙に表われました。アフマディネジャドの与党が大敗を喫してしまい、テレビを見ていてもアフマディネジャドはイランの強硬派等と言われていますが、基本はそれほど強硬ではないのです。政権では強硬発言をしつつ、西側との交渉の機会を探って来た人物で、例えば実際にイランがイスラエルと戦争をするとは思えませんが、そういうことをちらつかせながら交渉に臨むというスタイルを使って来ました。一方、イラン国内から見ると政府はイスラエルに対して弱腰であるという印象を持ちます。そしてアフマディネジャドよりも強硬なグループが議会の多数派を占めることになりました。後ほど中国のところでも触れますが、議会制民主主義と言えない体制の中でも自由化が進んでいる国においては、対外的に強硬な態度が選挙に表われることは珍しくはありません。
と言うことで、アメリカもイランも政府としては強硬な政策を進めようとしている訳ではないのですが、国内の後押しは強硬な政策に追いやって行くと言う状況です。私は
イラン危機が手に負えない状態になるとは思っていませんが、イスラエルとの関係等

難しい状況にあるということだけ申し上げておきたいと思います。

３．日本　－　世論と政局

（１）政府党と在野党

　　次に日本ですが、あまりにも痛ましい状況なので語るのも残念なのですが、民主党

　　政権を簡単に表現すると、自民党政治から自民党政治に戻る道乗りであったと言えます。

　　外交政策についてみると、日本の世論が外交政策について発言する機会が少なかったとは言えません。むしろ外交政策は与野党を分かつ最大の分水嶺であり、非常に強い政策要求が野党側から突きつけられました。しかし外交政策を世論が左右したとは言えない状況でした。この理由は簡単です。与党がどこかと言うことが決まっていたからです。この状況は議席分布と関係があるのですが、少し意地悪な言い方をすると野党が政権を獲得する可能性は殆どありませんでした。しかし一つだけ野党の存在を示すことが出来ることがあり、それは議席の1／３を各党人数を足し算して確保することでした。この数字の意味するところは、憲法改正を阻止できる議席数なのです。日本の野党の大目的は政権を取ると言うことよりも、憲法改正を阻止することでした。憲法改正が大きな問題となっているのは、憲法と安保の関係です。つまり安保政策が与野党を分かつ分水嶺として争われているが、政策変化は起こらないと言う状況が長く続いていました。この状況は70年代後半に徐々に変わってくるのですが、それが決定的に変わりかけたのが民主党政権誕生でした。民主党政権は政権の交代であり、これまでとは違う外交政策を日本が行うチャンスでもあり、悪く言えば危険さを生み出すことにもなりました。実際に当時の鳩山首相が普天間の県外移設を訴え、マニフェストにおいては対等な日米関係を築くと記載され、これは外交政策を見直す大きな転換を示すものとして期待されました。

（２）安全保障と国内世論　～米軍基地・北朝鮮・領土領海問題～

　　しかしながら結果的には民主党は外交政策を自民党時代のものに戻してしまったことになります。要するに自分達の改革路線を撤収することになります。理由はいろいろありますが、改革路線と言いながら具体的な政策と言えるものが殆どなかったことです。この点では韓国大統領であった盧武鉉氏とも似ていますが、東アジア共同体と言いつつも実際に中国と何をどうするという具体策がある訳ではなく、中国との関係を重視すると言うことでアメリカとの関係を相対化しようとする、いわば国内消費用の東アジア共同体と言う考え方に過ぎなかったのです。そしてアメリカに対しては普天間移設の強い要求をすると言いながら、政策検討も充分されておらず具体的にどこに移設するかも決まっていた訳ではありません。もっとひどい言い方をすれば、「沖縄に置かない」ということで選挙に有利になるからそう言っただけと受取られても仕方のない面もありました。
　　鳩山氏は決して社会党や共産党の様に反米ナショナリズムに立つ平和主義者ではなく、どちらかと言うと自主防衛論、つまりアメリカに寄りかかるよりも日本の役割を増やした防衛を行いたいと言う立場です。こういうスタンスの議員自民党内にもいますし、小沢一郎氏もこの様な立場を表明したことがありますが、それを政策に移して行こうと言う段階でアメリカの厳しい反発を受けました。私はアメリカの失敗であったと思っているのですが、ゲイツ国防長官を早い時期に日本に派遣しました。これによって沖縄が固まってしまったからです。政権交代でアメリカは日本に急進的な政権が誕生したので脅すことが必要だと考えたのでしょうが、結果的に日本政府は方向転換したものの、沖縄は結束して反発すると言うことになってしまいました。これは野党の様な立場を活かした外交路線から後退すると言うことになり、次の菅首相時代に明確になり、そして野田首相となって確実になってきました。
世論との関係からいろいろなところで問題となるのですが、ここで野田首相が取った方法は自民党時代と全く同じやり方であり、国民世論に外交の争点を示すことをせずその代わりに外国政府との交渉、つまりイベントが成功であったと宣伝するやり方であると同時に、野党指導者との協力を進めて行くというやり方です。私も消費税増税には賛成の立場ではありますが、野田首相の今回のやり方は与野党協議を中心に政策を通そうと言うやり方で、実はこれはかつて自民党が他の野党に対して行ってきたことと全く同じやり方なのです。

原発問題については自治体の首長の支持を獲得しています。結局政治権力者との間の安定した関係を作り出すことで、世論が騒いでもそれを少数派に追いやって行くというやり方をしているのです。
もう一つ話をしておきたいことがあります。実はこれが恐ろしいことなのですが、今の流れ、つまり日米関係の見直し、アジア重視と言った伝統的な野党らしい外交と与党らしい外交と言う意味で言えば、民主党は与党らしい外交に変わりました。ここでは世論の果たす役割はむしろ下げられて行ったと思いますが、世論が大きな役割を果たす場面が一つ出てきました。
これは北朝鮮問題で表れてきたものですが、現在では領土・領海問題でも大きくなってきています。北朝鮮の問題については、小泉首相時代に細かな準備をした結果外交政策の成果として小泉訪朝が実現した訳ですが、拉致被害者を棚上げにした訪朝だと言うことから大きな非難を浴びました。結果的に小泉首相は北朝鮮を再訪しますが、この過程で世論が噴出したのは、自民党とか民主党とか政党党派を問わなかったことが重要です。この過程において、北朝鮮に対する妥協は許さないという世論の結束があって、これが政策の選択を大きく変えて行くことになります。
また石原都知事が「東京が島を買う」と発言した時のマスメディアの反応をみても解ると思いますが、領土・領海に対する世論の反応は政党党派を超えて結束します。そして領土・領海に対して弱腰の首相は厳しい立場に立たされると言うことがはっきりします。

菅首相で言えば、尖閣諸島沖合いの事件で中国人船長を釈放しました。各テレビ局の報道姿勢について少し触れますと、日本テレビとフジテレビは若干保守的でTBSと

テレビ朝日はややリベラルというのが大まかな位置づけです。この位置づけ自体曖昧な部分はあるのですが、この時の各社報道は全てのテレビ局が一致して菅首相批判一色でした。この件について私は他のところで執筆しましたが、仙石氏や菅氏が勝手に釈放したという報道は間違いです。これはアメリカの圧力で釈放したのです。背景はアメリカとしては中国による海上での活動を警戒しており、何らかの牽制を与えたいと考えています。ここでクリントン長官が安全保障条約には尖閣諸島も網羅されていると発言しました。これはかなり踏み込んだ「日本支援＝中国への牽制」の発言となっています。私は何か裏があるとは思いましたが、やはりその通りでこの発言の後
船長を釈放しています。ここで船長を逮捕・起訴をして裁判を行うとなると、その間日中間の緊張が続きます。日中間の緊張が続く中でアメリカが艦隊を送らねばならないという状況になってしまうと、かつての台湾海峡のミサイル危機の二の舞となります。中国を牽制しなくてはならないとワシントンは考えていますので、危機の長期化は望ましくない。従い、「中国を脅かしておくから船長を釈放する様に」と日本に依頼してきたのです。これが前原氏訪米の際の事実関係だと思いますが、外務省の方のコメントは特にそういう発言があった訳ではないということでした。

領土・領海問題といった問題は、もしかしたら世論が外交を左右する新たな流れが出来つつあるのかも知れません。そしてこれは良いことかも知れないし、悪いことかも知れません。場合によっては非常に悪いことになる可能性もあります。というのは領土・領海に対するナショナリズムを煽り立てることで支持を得ようとするポピュリスト外交が生まれる機会にもなってしまうからです。こういうことを言うと私が批判されるかも知れません。中国の方がもっと強硬な発言を繰り返しているので、日本の世論が果たしていることに我々が気がつくことは意外と少ないのかも知れません。
４．中国　－　独裁政権下の世論と外交
　　ここで中国の問題に移りましょう。独裁政権下でも世論の果たす役割があるということは申し上げました。但し独裁政権ですかいろいろなことについて発言することが認められている訳ではありません。政府が認めている言論と言うのがあり、その一つの例が歴史問題です。
　　歴史問題というのは、元々中国がマルクスレーニン主義の正統からナショナリズムの政党へと変わって行く過程で出てきたものです。中国はあれほどの資本主義国家となってしまったので、今更マルクスレーニン主義と言っても全く意味がありません。ナショナリズムによる政治権力の正当化を90年代に入ってからは進めてきました。反日教育などと言っていますが、これは日本に対する悪口が目的ではなく中国のナショナリズムを煽り立てることが目的でした。しかしこれがバックファイアしてしまいます。中国政府が歴史問題を世論動員の手段に使う訳ですが、世論からみるとそれ「言っても良いこと」になるのです。2004～2005年に活発になった歴史問題は、従来共産党が世論を動員していたものとは全く異なり、世論の方が時には共産党に対する挑戦の意味合いも込めて歴史問題について日本に対する強硬姿勢を訴えており、共産党はこの問題への対処方法について苦労することになります。
　　現在、歴史問題は日中ともに棚上げにしていますが、大きな課題となっているのは領土・領海に関わる問題です。中国側からみれば不当な要求でもなく、明代に大きな勢力をもった大陸国家になり、その後列強に領土を奪われて行くという過程があったので、中国からみればそれまでの権力を取り戻すだけと考えているのかも知れません。

　　言うまでもないことですが、諸外国からみればこれは明確に国際法違反の行動と言うことになり、中国が国際関係の安定を損なうということにもなります。中国内部の政治の問題はこの場で議論する時間はありませんが、はっきり言えるのは領土・領海を巡る胡錦濤や温家宝体制の変化に繋がっているということです。この二人の体制の中心は経済外交でした。経済大国となった中国が対外的に大きな力を行使できる様にする、資源と市場を海外に確保することが主要な関心事です。伝統的にアメリカの方ばかり見ていた中国政府がASEAN、中東諸国、アフリカ諸国等これまで目も向けなかった中小国にも目を向けるようになりました。ある程度の成果も収めましたが、中国国内からみると外国に良い顔をするが、中国人民をないがしろにする政策でした。外国企業には良い条件を提示するが中国企業には劣悪な条件のまま、外国企業には品質の良い商品を売るが中国人民には粗悪な商品しか売らないと言うことで、反発が高まっていました。この反発が様々な形で次期国家主席を選ぶ過程に関わる様になって来ました。特に胡錦濤は政策を少し変えてきたのです。これが「革新的利益」という言葉に象徴されるものです。革新的利益という言葉は日本からみるといかにもまがまがしい言葉で、実際に他国の領海を自分達のものであるという主張をする訳ですからとんでもないことです。中国側の主張の論点は、従来中国は外国の言うことばかりを聞いて中国の利益を主張して来なかったが、これからは中国の利益も主張して行くというものです。日本の国益の議論と良く似ていますね。私は中国がこれまでにも自分の利益を主張してきたと思っているのですが、革新的利益という様な議論は中国国内では非常に支持が高いです。
大国となった中国は従来の様に諸外国との協調が必要ではないと考えやすくなってきており、外国に対する偏見も交えた議論が基本的には許された範囲の言論なのです。「６．４」という言葉はそれだけで天安門事件を表す訳ですから、インターネットで情報のやり取りも出来ませんが、領土・領海についての議論は発表することが出来る訳です。そのおかげで領土・領海問題は単に政府間ではなく、両国のメディアの対立となって表れて来ることとなります。
漁業の問題ついて少し触れますと、実は日本より韓国の方が中国に近くなりますので、いろいろな問題が起きています。韓国はかなりの数の中国漁船を拿捕しています。またフィリピンと中国の間の南沙諸島問題もあります。中国は日本に対する以上にフィリピンに対して強硬姿勢を繰り返しており、フィリピン

政府はそれに太刀打ちする軍事力が不足しているので、米軍への依存度が高くなっているため国民世論を動員する方向には向かっていません。

日本の衛星放送は各国の放送局ニュースを流しています。中国の中央電視台（CCTV）やフィリピンのABSCBNの報道を並べて見ることが出来ますが、両方ともデモ隊を映して国民の要求はこれだ！というものを報道しています。
世論が先頭となって中国とフィリピンの関係は極めて険悪になっています。

　　独裁政権の下での世論と言うのはただ動員されているだけではなく、動員された世論が権力に対してそれを揺さぶる様な要素となることもあります。中国は選挙に関してはがんじがらめですが、先ほどイランの選挙のところでも申し上げたのと同様に、領土・領海についての言論は表れてきています。
結び　危うい外交政策をどう抑制するか

　　以上、アメリカ、日本、中国を見てきました。世論が関わることで場合によっては不合理なほど求心的な政策が生まれる可能性があります。嫌な話ばかり繰り返して来ましたが、最後に一言申し上げておきたいのは極めて基本的問題ですが「世論」とは何かと言うことです。

　　国際問題等で強い立場を発言する人達とか、マスメディアの報道が世論であると私達は考えがちになります。但し、世論調査の数字をみると必ずしもそうではありません。本日の報道にもありましたが、中国に対して否定的になったと言う人達が8割を超えました。大変な数字ですが、一方中国に対して軍事行動が必要かという点に対しては、過去データから見る限り軍事行動を否定する声が圧倒的に多くなっています。一般的に世論調査の結果をみると、国際関係の安定を評価する声の方が不安定を覚悟してでも強い政策を指示する声よりは多いです。北朝鮮の問題についても先ほど触れましたが、北朝鮮との安定した関係を望む声はかなり高い比率となっています。拉致問題が報道された時でも安定を望む声の方が一般的でした。
　　現在、アメリカの共和党の中でも保守派、TEA PARTYと言われる人達はイランに対して空爆すべしと言っていますが、イランに介入すべきかと言う世論調査では介入すべきでないという声が圧倒的です。つまり突出した意見を取り上げてこれが世論だと考えることは適格ではありません。善し悪しは別として、現状維持つまり大きな問題が起こらないことに対して国内社会で支持が高いことは少なくありません。ですから突出した議論だけをもって世論と捉え、それによって政策が左右されるのであればそれは間違いと言うことになります。私達の仕事にも多少関係してきますが、日本にはもっと原爆を落としておくべきであったとか、日本は核武装して中国に対抗すべきとかかなり乱暴な議論もあります。日本が核武装したら中国は引っ込むどころか逆になります。また日本の核武装イコールアメリカが日本に頼ることが出来なくなるということなのです。つまり日本が核武装するということは、最後にアメリカに頼ると言う関係がなくなることですから、日米関係の不安定に繋がります。日米関係が不安定な中で日本が核兵器を持つという状況は、中国にとって日本は脅威であると共に対処しやすくなるということでもあります。少し乱暴な言い方になりましたが、極論の中で外交政策を議論しても良い訳がありません。つまり青山学院や東京大学でより成熟した国際関係の分析を皆様に提供して行くこと、極論だけが世論ではないという状況を作って行くことが大切だと思います。

　　スチュワート・ミルの言葉ですが、世論と国際関係については、世論がどこまで外交に対して成熟した判断を持っているかが問われています。成熟していない議論だけを以って世論が問題だと切って捨てることは、これはこれで現実を歪めた議論になってしまいます。その様な留保をつけた上で、本日の話を終えることと致します。
【質疑応答】

Q：外交問題は過程を明らかにせず目的を明らかにして進めるべきという話と了解
　　しますが、TPPについて政治もマスコミも目的を明確に説明していないと思われるのですが？

Ａ：ＴＰＰについては実はあまり理解されていないと思います。もともとオバマ政権は通政策が弱く、アジアでも通商に関してはイニシアティブを取るということがあまりありませんでした。オバマ氏来日時の講演でもその辺りは触れていません。本来はアメリカとして手を組みやすいカナダ等の資源国を相手とした考えに本はメンバーに入っていませんでした。
　　貿易地図の考え方として、いろいろな国を参加させた方が何かと便利だと言う考え方と、制度が似通った国同士の少数国で締結しようと言う二つの考え方があります。ＴＰＰは当初、後者の考え方での自由化を目的としていました。ところが日本でAPECの総会を開催することになった際、経済産業省がこれを目玉にしようとしてＴＰＰ重視の方向に行きました。つまりＴＰＰはアメリカが圧力をかけているというよりは日本がまとめて行こうとしたものです。かなり纏まりかけていたのですが、いつの間にかアメリカによる市場開放圧力であると勘違いされ議論が錯綜してしまったというのが実情です。貿易解放圧力とも言われていますが、圧力に屈せずやりたい様にやってきたのは実は日本なのです。ＴＰＰについては、かなり誇張された形で伝統的な日本市場に対して強引な介入をしようとするアメリカと、それを防衛しようとする日本という筋書きで見られていると思いますが、実態としてのＴＰＰはまだそこまでの準備が整っていません。従いＴＰＰ自体がまだ不明確でこれからの議論になります。日本が断固として市場開放を拒むことが最優先事項ではないと思います。また日本の市場開放が目的でもありません。問題はそこにあるのではなく、違う制度の国同士の制度をどう変えるかと言うことです。中国は制度の違いがあまりにも大きすぎるので、中国をＴＰＰの議論に乗せるのはまだ無理です。但し、この枠の中に入らないと損であるという状況を作り、中国の制度改正を誘発することは大事なことです。結果的にＦＴＡを通じてか、ＴＰＰを通じてかはあまり問題ではありません。ＴＰＰはアメリカの圧力と、市場開放が日本の国益であると言う議論ばかりが先行していますが、かなり市場開放をした国として、他の経済を開放するために何が出来るかという立場に日本は既に立っていると思います。いずれにしてもＴＰＰの実態が今申し上げた程度のことですので、それほど大きな議論になるはずがありません。
Ｑ：日本は今かなり壊れていると思います。何故そこまで壊すのかと思われる言動があまりにも多い。気がついたら財政赤字がＧＤＰの2倍にもなっているのに、個人金融資産が1,400兆円あるからデフォルトはない、等という議論がまかり通っています。それなのに誰も何も言わない。こんなことで良いのかと年金のことも含め心配していますが、その根底にあるのは外交同様、国益をどこに見出して何を優先的に行うかということが今の日本では行われていないのでは？また今後行われる可能性はあるので
しょうか？

Ａ：日本がひどい状態であると考えてしまうと、再生不可あるといったペシミズムと繋
がってしまいます。確かに日本の成長はかつてほどではないし、また8％成長等を望むこと自体も間違っているし現実的ではありません。ＧＤＰが世界第二位から三位に落ちたと言っても英独等はもともとそれほど大国ではありません。私は日本人として誇りに思っているのは皆が責任感ある行動を取ることが出来ます。ビジネスでも長期的関係を大事にしているし、信頼関係のある社会だと思っています。但し、本来マネージすべき大事なことを回避してきたということも事実です。社会保障と税制の問題は絶対に避けて通ることが出来ない問題で、これに対して手を打つべきですが減税をすれば4％成長が達成出来ると言う様な議論は間違いだと思います。今の日本は１～3％の成長を見込むことは可能ですが、いくら減税しても4％と言うのはあり得ない数字です。
　　また軍事についても、自主防衛なのか日米同盟かといった日米の関係ばかりが話題になります。問題はそこにある訳ではなく、アメリカのどの政策に賛成するかを考えねばなりません。この時に相手の主張を全て肯定するのは如何なものでしょうか？例えばイラクの戦争についてですが、私自身はこれは間違った戦争であったと言うよりも不要な戦争であったと思っています。不要な戦争に対して我々は一定の距離をおくことは必要です。現在のオバマ氏は何とか仲間を増やしたいと思っていますし、また仲間として発言する機会もあります。そういうアメリカに対して我々としても意見を述べて行くことは可能です。従い日米関係はべったりくっついているとか真っ向から対立しているとかと言う関係ではありません。安全保障も日米で考えるのではなく、日本の強みは他国とのネットワークの中に入っているという点です。これが中国の場合ですと同盟国というものはありません。あるとすればせいぜい北朝鮮です。だからこそ我々は他国とスクラムを組むことで中国には対抗出来る体制であるが、決して中国を潰すことが目的ではないということを伝えて行くことが必要です。こういう様に考えると、日本は中国に負けて言いなりになっているという見方とは随分違ってきます。
　　現実に引き戻しながら、かつ日本への信頼を保たせながら選択を考えて行くことが大切だろうと思います。

Ｑ：２つ質問します。

　　イラク戦争について世論が誘導して戦争に突っ込んだと言う話を聞いて私の知識不足で意外だったのですが、上院では誰一人反対せずまた提案としても狡猾であったと思います。条件付提案をして反対し難い雰囲気を作っていました。結果的には世論が反対しつつも議会決議がされたという印象なのですが如何でしょう？

　　もう一つはシビリアンコントロールを考えねばならないということですが、韓国の金大中について伺いたい。彼はカリスマ性もあり、ポピュリズムだと思われていますが一方世論を驚かす様な発言も見られます。例えば60年代に日韓条約を進めるなら条件闘争にしようとして、世論に袋叩きにあったりしています。また大統領就任後には世論として時期尚早と思われていた日本文化解禁を言ってみたり、韓国経済繁栄の基礎を築いた一方で失業者も増大させた等、一見ポピュリストと見えつつも彼が起点となって新たなポピュリズムを形成したのではないかとも思われるのですが？

Ａ：１つ目の質問についてですが、世論が主導してイラク戦争になったとは考えません。ラムズフェルドとチェイニーは当初から実行するつもりであり、世論が賛成に変わったから戦争が可能になったと言った方が正確な表現でしょう。但しアメリカは英独仏等の国とは違って戦争に賛成する世論が強かったことは事実です。
　　2つ目の金大中について若干理屈っぽくなりますが、マンデート（mandate）という問題になります。つまりこの人は信頼できるからこの人に政権を委ねようと言うことを世論が選んだとしましょう。その人達が行う政策が自分達の利益に反するように見えた時でもこの人の政策には意味があるとして敢えて支持する訳です。金大中政権で問題だったのはアジア通貨危機です。この時期は経済的にも苦しくなり、組合に対してもかなり厳しい要求を突き　つける様になりました。組合内はかなり荒れましたが、世論は彼を支持し結果的にアジア通貨危機を短期間で乗り切ることが出来たのです。マンデートというのは世論から委ねられた権力なので、ある一定範囲の中で決定権を持つと言うリーダーシップです。残念ながら盧武鉉にはこれがありませんでした。彼は常に自分に人気があるのかないのかをチェックしていただけであり、この違いです。
　　世論と権力の関わり方にはいろいろありますが、マンデートがあるから良いと言う訳ではありません。これを利用して強引な政策を行なおうとする可能性もありますので。金大中はもともと帝国型大統領と言われています。韓国の大統領はアメリカと比べても非常に権限が強く、その為に権力の乱用が生まれる可能性があることも事実だろうと思います。
Ｑ：中国は世論を気にしているだろうと思います。現政府が支持を得られている基盤として高度経済成長とナショナリズムだと思われますが、高度成長は今後10年も20年も続くものではないしグローバル化やソーシャルネットワーク化の発展により、一党独裁体制が今後不安定になって行くと思われます。その際共産党が統治を目的としてその矛先を日本に向けてくる可能性もあり、そうなると日本や国際社会にとっても脅威になるかと思うのですが？
Ａ：今のご指摘に対してはほぼ同意見ですが、最後の部分だけ少し違います。いろいろな議論があるとは思いますが、中国が大衆動員、ナショナリズムという形で経済が今ほど成長しない状況を乗り切ろうとしているのではないかという指摘は実は中国人の中にもあります。

　　そういう可能性もあるかも知れませんが、私はそう思っていません。というのは今の中国は官僚国家だからです。彼らが一番恐れているのが大衆の反逆です。先日、重慶の指導者が解任され、これは中国国内の党派闘争であると解釈した人もいますが、私はそうは考えていません。彼は大衆動員をして支持を獲得しようとしており、実は共産党にとって一番困ることをやってしまった人物なのです。これをやられると文革の様なことに繋がりかねない。これは決して望ましいことではないのですが、中国は公安を強め徹底して国民世論を押さえ込むことを行って、問題があった場合は責任者を更迭した上で、その後の言論を徹底的に弾圧しようとします。そういう官僚専制の動きになっていると思います。これが大衆動員に変わって行く可能性もないとは言えませんが、習近平も官僚国家、言論弾圧で乗り切ろうとしているのではないかと思います。中国は自由化がかなり進んでいますが、政治的な民主化が進んでいないという国という基本的矛盾を抱えた国なの、こういう体制がいつまでも持つとは思えませんが・・・・。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
